
第４６回鳥取市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

 

 

日 時：令和２年８月１９日（水） １６時３０分 

場 所：災害対策本部室（本庁舎３階） 

 

１ 開会 

 

２ 本部長あいさつ 

 

３ 協議・報告事項 

（１）新型コロナウイルス感染症に係る相談、検査の状況について 
（２）新型コロナウイルスに感染した職員が発生した場合の初動対応要領について 
（３）鳥取市新型インフルエンザ等業務対応マニュアル業務継続計画について 
（４）鳥取市コロナシグナルの変更について 
（５）各部局の対応について 
 

４ その他 

 

５ 市長メッセージ 

 

６ 閉会 
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新型コロナウイルス感染症に係る相談、検査の状況について 
2020.8.19 

鳥取市保健所 

１ 相談件数 

（１）相談者別               （２）相談内容別 

相 談 者 延件数（件） 

住 民 7,312 

医 療 機 関 527 

そ の 他 704 

合  計 8,543 

（参考：中部 2,618件、西部 7,625件）         

 

 
 

 

２ 検査件数 

 東部 中部 西部 合計 

件数（件） 2474 752 1122 4348 

うち陽性 14 4 3 21 

     

（※相談、検査件数令和２年8月18日までの件数） 
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相談件数（相談内容別）

1 健康相談(発熱・咳など) 2 検査相談 3 予防方法 4 感染症全般

5 医薬品等 6 医療資材 7 医療体制 8 学校、施設等の対応

9 生活物資 10 交通機関 11 企業支援 12 その他

相談内容 延件数（件） 

健康相談 6,110 

検査相談 1,069 

予防方法 175 

学校施設の対応 150 

その他 1,039 

合  計 8,543 
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新型コロナウイルスに感染した職員が発生した場合の初動対応要領 

                                本庁舎版 

      令和２年８月１９日 鳥取市新型コロナウイルス感染症対策本部 確認 

                （総務部総務課扱い） 

 

１ 職員の対応 

  所属長へ報告し、報告を受けた所属長は職員課へ報告する。 

   感染した職員 （ＰＣＲ検査が陽性） 

    治癒するまで病気休暇 

   濃厚接触者  （保健所が特定） 

    基本的に、最後に感染者に接触した日の翌日から１４日間自宅待機 

   その他の接触者 

  ① 状況によっては、ＰＣＲ検査への協力 

  ② 健康観察の徹底 

  ③ 症状が現れたら、東部地区発熱・帰国者・接触者相談センター又はかかりつけ医

に電話で相談。 

     症状が現れてＰＣＲ検査を受ける日までは特別休暇（出勤困難休暇） 

     検査後、感染の有無がわかるまでは自宅待機 

 

２ 職場の対応 

   保健所の聞き取りへの協力 

   こまめな消毒の徹底、感染拡大防止のためのマスクの着用 

   職員の健康状態の把握 

   重症化しやすい職員及び妊娠中の職員への配慮 

☆  各業務の中止・継続の方針を決定 

 

３ 庁舎の消毒 

   消毒実施の要・不要の判断 

   消毒場所の特定、消毒区域の決定 

   消毒所要時間の推定、消毒着手時刻の決定 

   閉鎖場所・閉鎖時間帯の決定 

★  業務代替場所等の確保 

    本庁舎は６階会議室 

★  市民への影響の有無、程度の判断 

    業務によっては代替方法等（コンビニ交付、総合支所）を案内 

 

≪例≫本庁舎１・２階の職員にコロナウイルス感染者が発生した場合 

①１・２階の消毒（半日程度）→ 来庁者窓口の閉鎖（最大で２日間） 

  ・感染判明時が夜の場合 … 翌朝から午前中のうちに消毒し、その日１日窓口閉鎖 

  ・感染判明時が夕方の場合 … わかり次第窓口閉鎖、消毒着手、翌日１日窓口閉鎖 

 ②代替方法等 … コンビニ交付、国府町・河原町総合支所 

 

 

 

４ 関係通知文等 

 ○市職員に新型コロナウイルス感染または疑いが確認されたとき等の職場としての対応

方針                   令和２年７月７日版 総務部職員課 

 ○本庁舎の消毒実施要領（新型コロナウイルス感染症） 

                         令和２年４月２日 総務部総務課 

 ○新型コロナウイルス感染被害防止と安全確保の徹底について（通知） 

                         令和２年８月５日 総務部長 
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市職員に新型コロナウイルス感染または疑いが確認されたとき等の職場としての対応方針 

 

令 和 ２ 年 ７ 月 ７ 日 版 
総 務 部 職 員 課 

 

１ 感染予防、心がけること 

＊日常の手洗い、咳エチケット等、感染予防のための健康管理を引き続き励行すること。 
＊発熱等の風邪症状が見られるときは、出勤・外出を控える。 
＊発熱等の風邪症状が見られたら、毎日、体温を測定して記録しておく。 
＊基礎疾患（持病）を持つ人で症状に変化がある人、新型コロナウイルス感染症以外の病気が心

配な人は、まずは、かかりつけ医等に電話で相談する。 
 

 
２ 職員の感染が疑われる場合等の対応 

（１）職員の対応 

① 東部地区発熱・帰国者・接触者相談センター（※）に相談する目安 
少なくとも次のいずれかに該当する人は、すぐに相談すること 

＊息苦しさ（呼吸困難）、強いだるさ（倦怠感）、高熱等の強い症状のいずれかがある場合 
＊重症化しやすい人（※）で、発熱や咳などの比較的軽い風邪の症状がある場合 
（※）高齢者、糖尿病、心不全、呼吸器疾患（COPD 等）等の基礎疾患がある人や透析を

受けている人、免疫抑制剤や抗がん剤等を用いている人 
＊上記以外の人で発熱や咳など比較的軽い風邪の症状が続く場合（症状が４日以上続く場合 
は必ず相談すること。症状には個人差があるため、強い症状と思う場合にはすぐに相談する

こと。解熱剤などを飲み続けなければならない人も同様。） 
  妊娠している人は、念のため、重症化しやすい人と同様に早めに相談すること 
       〇参考資料：厚生労働省HP 掲載資料（その他詳しくは別添資料をご参考ください。） 

 
② 東部地区発熱・帰国者・接触者相談センターに相談後は、指示に従って紹介された医療機関を速

やかに受診する。 
 
③ 新型コロナウイルス感染症と診断された場合は、所属長に経過等を報告するとともに、保健所の

指導に従い療養等を行う。この期間は病気休暇とする。診断書は復職時に所属長を経て職員課へ

提出する。 
  
④ 以下の対象職員は、所属長の職務命令により自宅待機をすることとする。待機期間は所属長が必

要と認めた期間（次に示す対象職員のア、イの濃厚接触者については最後に接触した日の次の日

から１４日間、ウについては検査結果が判明するまで）とする。（判断が困難な場合は職員課に

相談すること。） 
＜対象職員＞ 
ア 新型コロナウイルス感染者と同居あるいは長時間の接触（車内、航空機内等を含む）が

あった職員（濃厚接触者） 
イ 新型コロナウイルス感染者の気道分泌液もしくは体液等の汚染物質に直接触れた可能性

が高い職員（濃厚接触者） 
ウ 息苦しさ（呼吸困難）、強いだるさ（倦怠感）、高熱等の強い症状のいずれかがあったり、

発熱や咳など比較的軽い風邪の症状が続く職員（妊娠中や重症化しやすい職員について

は、発熱や咳などの比較的軽い風邪の症状がある職員）のうち、発熱・帰国者・接触 
者相談センターから帰国者・接触者外来への受診を案内された職員 

※ 東部地区発熱・帰国者・接触者相談センター（鳥取市保健所内） 
電話０８５７―２２―５６２５（休日・夜間は０８５７－２２－８１１１） 
ファクシミリ０８５７－２２－５６６９（８：３０～１７：１５、土日・祝日を除く） 
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    ＜留意事項＞ 
     ア 重症化するリスクが高い職員は、あらかじめ所属長にその状況を申し出ておくこと。 
     イ 自宅待機を命ぜられた職員は、勤務すべき時間中に不要不急の外出を行わないこと。 
     ウ 自宅待機を命じた場合には、業務に関連する資料整理、学習を行うよう命じるなど、勤 

務時間を有効に活用できるようにすること。 

     エ 勤務時間外においても、感染拡大防止という目的を理解の上、自宅待機の趣旨を考慮し、 

不要不急の外出は控えること。 
 

⑤ 当分の間、職員（会計年度任用職員（会任パートを除く）、再任用職員、任期付職員を含む）が

次に掲げる場合に該当するときは、人事院規則の取扱に準じて特別休暇（出勤困難休暇）の取

得を認める。（申請の際は、庶務事務システム内「休暇（年休・特別休暇）」の「災害または交

通遮断等による出勤困難休暇申請」から起案すること。その際、申請画面上の備考欄に休暇取

得に至った状況や理由を必ず入力すること）。 

    （ア）検疫法に規定する停留（これに準ずるものを含む）の対象となった場合 

    （イ）感染症法に基づき、職員又はその親族が新型コロナウイルス感染症にかかっていると疑

うに足りる正当な理由のある者として、当該者の居宅又はこれに相当する場所から外出

しないことその他の当該感染症の感染の防止に必要な協力を求められた場合で、勤務し

ないことがやむを得ないと認められる場合 

（ウ）職員又は同居親族に発熱等の風邪症状が見られること等から療養する必要があり、勤務

しないことがやむを得ないと認められる場合（相談・受診の目安に該当し、発熱・帰国

者・接触者相談センターに相談後受診した場合は自宅待機へ移行） 

 

⑥ 所属長は、重症化しやすい職員及び妊娠中の職員に対して、別に定める要領に基づき在宅勤務を

命ずることができる。  
 

⑦ 所属長は、上記②、③、④、⑤、⑥により職員から報告があった場合は、速やかに職員課に一報

の上、別紙報告書を提出する。 

※状況に変化のあった場合はその都度報告する。 

 

 
（２）職場における対応 

 職員に感染の疑いが生じた場合（集団感染の疑い等を含む）の職場対応（庁舎・施設単位）は、以

下の対応を基本としつつ感染拡大防止策を講じるとともに、通常業務の継続検討と非常時優先業務の

確認を行う。 

  ・ 消毒液による手指の消毒、手洗い等感染予防の徹底。 
  ・ 所属職員の健康状態を把握。 
  ・ 感染拡大防止のため、マスク着用。 
 
 
（３）その他 

  保育園等、別に方針等作成されている場合は、それに従ってください。 
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本庁舎の消毒実施要領 （新型コロナウイルス感染症） 

                              令和２年４月２日 

                              総務部 総務課 

 

 

 本庁舎には、多くの職員が勤務し、多数の来庁者があり、職員に新型コロナウイルス感

染者が確認された場合は、接触感染による感染拡大を防止するために、庁舎の消毒を実施

しなければならない。 

 消毒作業中は、来庁者窓口を閉鎖するなど、市民の皆様には、大変なご不便をおかけす

ることになるが、行政機能の維持と本庁舎を由来とする感染拡大を防止するため、ご理解

をお願いしなければならない。 

 消毒作業の実施にあたっては、業務への影響時間を最小にするとともに、確実な消毒効

果を得るため、基本的な消毒の実施要領をまとめたものである。 

 

１ 総合調整等 

  消毒作業の総合調整は総務部長の所管とし、総務課長が主管する。 

   連絡体制の確立 

  ① 総務課長は、情報の集約、関係部署との連絡調整を集中的に行う。 

  ② 関係部署の長は、事態に関する情報を総務課長に報告する。 

 

２ 消毒実施区域の設定 

   財産経営課長は、保健医療課長及び感染職員の所属長等と協議して消毒が必要な区

域を特定する。 

   財産経営課長は、消毒作業実施のために、来庁者及び職員の立入制限をする区域及

び制限予定時刻を決定する。 

   消毒実施区域の設定は、大きく次の９つの区画に分けて設定する。 

  ① １階から７階までの各フロアごと 

  ② 東側のエレベータ、階段及びトイレの垂直的なエリア群（以下「東側階段等」と

いう。） 

  ③ 西側のエレベータ、階段及びトイレの垂直的なエリア群（以下「西側階段等」と

いう。） 

   職員等の動線の確保、消毒作業中の職員の待機場所等とするため、次の区画を優先

的に消毒する。 

  ① 西側階段等 

  ② ６階フロア（会議室） 

   各区画の責任者は次のとおりとし、副責任者は、責任者が指定する。 

          （令和２年４月２日現在） 

  ① １階フロア   地域福祉課長 

  ② ２階フロア   固定資産税課長 

  ③ ３階フロア   政策企画課長 

  ④ ４階フロア   経済・雇用戦略課長 

  ⑤ ５階フロア   教育総務課長 

  ⑥ ６階フロア   監査委員事務局次長 

  ⑦ ７階フロア   市議会事務局次長 

  ⑧ 東側階段等   農政企画課長 

  ⑨ 西側階段等   都市企画課長 

 

３ 消毒作業中の立入制限等 

  各部署の長は、次の段階に分けて、来庁者及び職員の立入制限等について決定する。 

  ① 庁舎の消毒着手まで 

  ② 庁舎の消毒着手から各フロアの消毒開始まで 
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  ③ 各フロアの消毒開始から消毒終了まで 

  ④ 各フロアの消毒終了から庁舎の消毒完了まで 

  ⑤ 庁舎の消毒完了以降 

 

４ 消毒の実施 

   環境消毒は、次亜塩素酸ナトリウム（0.05％濃度）により、不特定多数が触れる

部分など接触感染が発生するおそれがある場所を清拭消毒で行う。 

   消毒作業にあたっては、窓を開け、十分な換気を確保する。 

   財産経営課長は、ロープ、表示板等で立入制限区域を明示する。また、立入制限区

域の近辺、経路等には、必要と認める場所に職員を配置するなど、来庁者等が立ち入

らないように必要な措置を実施する。 

   消毒区域には、作業完了まで消毒作業の職員以外は立ち入らない。 

   消毒作業が終了すれば、職員は職場に戻ることができる。 

 

５ 消毒作業中の職員の行動 

   各部署の長は、所属職員を次に区分し、行動を指示する。 

  ① 濃厚接触職員   自宅待機 

  ② 消毒作業従事職員 消毒作業の準備、実施、後片付け 

  ③ 業務継続職員   ６階会議室で待機・電話対応等 

 

６ 情報提供 

   広報室長は、事態及び対応に関する状況について、記者会見、市政記者室への資料

提供、市公式ウェブサイトへの掲載等により迅速かつ積極的に情報提供を行う。 

   市民課は、総合案内との連携を密にし、来庁者に情報提供する。 

   市民総合相談課長は、コールセンターとの連携を密にし、電話による問い合わせに

対応する。 

   各部署の長は、関係機関等への情報提供する。 

   情報提供する内容 

  ① 閉鎖する来庁者窓口、閉鎖期間（再開予定時刻） 

  ② 代替方法等の案内 

     代替場所（総合支所の窓口、コンビニ交付） 

     代替方法（電子申請、郵送） 

     その他期限延長など特例措置 

  ③ 消毒作業の完了 

 

７ その他 

   事前準備 

  ① 各所属長は、普段以上に職員の健康状態の把握に努める。 

  ② 財産経営課は、消毒作業を実施するための資機材を確保する。 

   事後措置 

  ① 各所属長は、一層の職員の健康状態の把握に努める。 

  ② 各所属長は、カウンターテーブル、会議用テーブル等の職場内で接触感染のおそ

れが高い部分を、定期的に、消毒作業を実施する。 
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令和２年８月５日 

 

職 員 各 位 

                          総 務 部 長 

 

新型コロナウイルス感染被害防止と安全確保の徹底について（通知） 

 

新型コロナウイルス感染症については、国内の感染拡大に歯止めがかからな

い状況が続いているとともに、本市でも昨日時点で累計１３名の感染症患者が

発生するなど、予断を許さない状況が続いています。 

感染拡大がさらに深刻化している状況を踏まえ、８月５日開催の鳥取市新型

コロナウイルス感染症対策本部会議で要請しましたとおり、職員の感染被害防

止と安全確保の観点及び最近のクラスター発生の傾向から、鳥取県コロナ警報

による重点地域の発令期間中である８月１８日までの間、下記の点に注意いただき

ますようお願いします。 

 

・少人数であっても飲食店など（特にアルコールを伴う会食）、人が密に集まって過ご

すような空間に集まることや、不特定多数の人が接触するおそれが高い場所へ行

くことは強く自粛すること。 

・勤務時、日常生活を問わず行動・接触者記録を作成すること。 

・体調が良くない場合は、積極的に休暇を取得すること。 

 

また、職場としての対応方針等による手洗い等感染予防のための健康管理に

ついても引き続き励行するなど、自らの感染防止対策を徹底し、健康にくれぐ

れもご留意いただきますようお願いします。 

 

 

職員課 人事係・厚生係 

（内）７１４１、７１４３ 
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鳥取市コロナシグナルの変更について

鳥取市コロナシグナル

☆新規陽性患者の発生に合わせた市の対応を共有し、新型コロナウイルス感染症の効果的な感染防止、感染拡大防止対策に努める。

オフ オン

なし あり

イベント・会議等

・手指消毒やマスク着用、発熱等の症状がある者は外出等を避け
るなど、「新しい生活様式」に基づく基本的な感染防止策を徹底
すること。
・イベント等の主催者や出演者は「業種別ガイドライン」等に基
づく行動、参加者の連絡先把握、接触確認アプリの周知、イベン
ト・会議等前後の感染対策（行動管理含む）の呼びかけを行うこ
と。
・イベント等の主催者は、特に、全国的な移動を伴うものには格
段の注意をはらうこと。
・イベント等の参加者には、自身が感染対策を徹底していても、
感染リスクはあることを周知すること。
また、発熱等の症状がある者はイベント等に参加しない措置を講
じること。

　感染が確認された次の日から起算して１４日を経過しない間に開
催するイベント等は、原則中止又は延期とする。
　ただし、国・県のガイドラインの実践等により、感染予防が図ら
れる場合（全県に鳥取県版コロナ警報が発令されている期間は感染
拡大防止に今まで以上に特別の注意を払うこと）はこの限りではな
い。

ー
　感染者が発症２日前以降に使用した施設は施設内の消毒が完了す
るまで休館とする。再開に当たっては接触者（施設職員等）の陰性
確認など感染のおそれのない運営環境を要件とする。

　その他の施設については、イベント・会議等の開催に関する基本
的な考え方を踏まえ施設の開館継続・休館の判断を行う。ただし、
福祉施設等臨時休業とする事で市民生活に重大な影響を及ぼす施設
及び屋外スポーツ施設、公園、利用者が地域住民に限られ、かつ利
用者が特定される施設はこの限りではない。

 鳥取県版コロナ警報（重点地域：東部）が発令期間中、各施設の判
断で休館することを可能とする。

※陽性患者の確認状況、行動歴などにより対応を変更する場合がある。

※新規陽性患者確認された次の日から１４日間新たに陽性患者が確認されない場合オフにする。なお、全県に鳥取県版コロナ警報の警報以
上が発令されている期間はオンを継続するものとする。

シグナル

新規陽性患者

活
動
制
限

市有施設

　感染発生を予防する事項の呼びかけ
・手洗い励行、マスク着用
・換気の徹底
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総務部の対応総務部の対応

項目 内容

職員の管理に関するこ
と

【職員課、財産経営課】
職場の対応として下記内容の徹底
・出退勤時等の手指消毒
※
ター前）に設置予定の消毒液を利用可能とします。

・出勤前の検温
・行動・接触者記録の作成
・風邪症状がある場合は外出を控え、積極的に休暇を
取得する

・始業前、終業後の窓口カウンターの消毒
（消毒用アルコール液は各課へ提供できるよう、
財産経営課で準備中）

①対策本部
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福祉部の対応福祉部の対応

項目 内容 対応

福祉サービス
の安定供給の
確保

「備蓄衛生・防護用品の社
会福祉施設等への放出に関
する指針」の策定及び施設
への周知

マスクやガウン等の衛生・防護用
品が不足する社会福祉施設等に、
市の備蓄品（厚生労働省配布、企
業からの寄附）を放出する手順等
を示すことで、安心して福祉サー
ビスを提供できる環境を整備した。

①対策本部
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備蓄衛生・防護用品の社会福祉施設等への放出に関する指針 

令和 2年 8月 12 日 

福祉部 地域福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、厚生労働省は社会福祉施設等における

感染拡大防止を図るため、全国の自治体に向けて衛生・防護用品を配布し、備蓄・供給体制

の整備を進めており、本市においても、今年度末にかけて複数回にわたって納品されること

となっている。これに加え、本市は市内企業からも衛生用品の寄附を受け、社会福祉施設等

で活用するため備蓄している。 

このことを踏まえ、備蓄する衛生・防護用品の社会福祉施設等への放出に関する指針を以

下のとおり定める。 

 

 

１．対象施設 

（１）新型コロナウイルス感染者の濃厚接触者が入所する社会福祉施設等 

（２）（１）以外で福祉部長が特に認める社会福祉施設等 

 

２．衛生・防護用品の品目及び対象者 

（１）厚生労働省配布分 

品目 
濃厚接触者に 

接触する職員 

濃厚接触者及び

その他施設職員 
備蓄数 

サージカルマスク ● － 60,000 枚 

アイソレーションガウン 

（不織布製） 
● － 420 枚 

アイソレーションガウン 

（プラスチック製） 
● － 450 枚 

フェイスシールド ● － 800 枚 

手袋（Ｓサイズ） ● － 2,000 枚 

手袋（Ｍサイズ） ● － 1,500 枚 

手袋（Ｌサイズ） ● － 1,000 枚 

不織布マスク ● ● (見込)119,000 枚 

（２）寄附分 

品目 
濃厚接触者に 

接触する職員 

濃厚接触者及び

その他施設職員 
備蓄数 

不織布マスク ● ● 1,000 枚 

 

３．放出数量 

  ＰＣＲ検査で濃厚接触者の陰性が確認された翌日から１４日分 

 

４．放出順位 

  市の施設所管課が備蓄する衛生・防護用品の供給を優先する。 

  不織布マスクは、寄附分、厚生労働省配布分の順で放出する。 

 

５．放出条件 

次の（１）、（２）を満たした場合に放出する。 

（１）対象施設の運営法人の備蓄衛生・防護用品が今後２週間以内に枯渇することが予想 

（２）衛生・防護用品の国内需給が逼迫し確保が困難 
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６．放出までの流れ 

（１）「衛生・防護用品供給希望届」の提出［法人⇒市施設所管課］ 

    ↓ 

（２）届の内容を確認後、市地域福祉課へ提出［市施設所管課⇒市地域福祉課］ 

↓ 

（３）衛生・防護用品の放出決定（市地域福祉課長決裁、福祉部長報告）［市地域福祉課］ 

    ↓ 

（４）放出決定の連絡［市地域福祉課⇒市施設所管課⇒法人］ 

    ↓ 

（５）衛生・防護用品の授受の日程調整［法人⇔市施設所管課］ 

    ↓ 

（６）授受日時の連絡［市施設所管課⇒市地域福祉課］ 

    ↓ 

（７）備蓄場所にて衛生・防護用品の授受［法人、市施設所管課、市地域福祉課］ 

↓ 

（８）法人の受取サイン［法人⇒市地域福祉課］ 

 

７．放出実績の報告 

（１）鳥取市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

    直近に開催される本部会議において放出実績を報告する。 

（２）厚生労働省 

厚生労働省配布分の放出実績を、放出月の翌１５日までに指定様式で報告する。 
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健康こども部の対応健康こども部の対応

項目 内容

【生活安全課】
接待を伴う飲食店に
対する巡回指導

夏季食中毒予防指導に併せて、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止のため、ガイドラインに基づき、接待
を伴う飲食店を対象とした新型コロナウイルス感染症対
策の巡回指導を実施。

３３０件（弥生町191件、末広127件、永楽12件）
４６件（瓦町・栄町等21件、湖山等16件、4町9件）

計３７６件

実施予定期間

①対策本部
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市長メッセージ 

お盆の時期が過ぎたところですが、本市では８月５日に感染者が確認

されて以降、新たな感染者は確認されていません。これもひとえに市民

の皆様一人ひとりが感染予防をしっかりと意識したお盆やお盆休みの

過ごし方を考え、取り組まれた成果と感じており、感謝申し上げます。 

現在でも大都市圏を中心として、全国的に感染のリスクが高い状況が

続いております。市民の皆様におかれましては今後とも緊張感をもって、

感染予防のため基本動作の実施と、３つの密を避ける行動を継続し、感

染防止に努めていただきますようお願いします。 

また、感染防止、感染拡大防止に向けた取組を進めていくためには、

市民の皆さまが県や市が発出する正確な情報に基づき、正しく行動して

いただくことが何より大切です。市民の皆さまには、不確かな情報に惑

わされることなく、お互いを思いやる気持ちを忘れずに、冷静な対応を

とっていただきますようあらためてお願いいたします。 

なお、発熱や咳など感染を疑う症状がある場合は、躊躇することなく

速やかに「発熱・帰国者・接触者相談センター」へ相談をお願いします。 

※東部地区発熱・帰国者・接触者相談センター（鳥取市保健所内） 

  電話：0857－22－5625（平日 8：30～17：15） 

  電話：0857－22－8111（上記以外） 

  FAX：0857－20－3962 
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